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２０２０年度 さいたま市の決算特別委員会に向けて 

—コロナ禍の議会と決算、そして２０２２年度の予算編成へ— 

 

目 的 

 

２０２０年度のさいたま市財政について 

 

内 容 

 

日 時：２０２１年９月３日（金） 

 １７時００分～１９時００分 

会 場：オンライン会議ｚｏｏｍ 

講 師：公益財団法人地方自治総合研究所 菅原 敏夫 氏 

参加者：神崎 功、高柳 俊哉、土井 裕之、三神 尊志、 

西山 幸代、小川 寿士、浜口 健司、佐伯 加寿美、 

出雲 圭子、松本 翔 

報告書作成者：出雲 圭子 

 

概 要 

 

1．決算議会に向けて、読み誤らないように 

さいたま市は２０２０年度一般会計決算概況歳入、歳出ともに５年

連続で過去最大を更新した。新型コロナウイルスの感染対策のため、

歳入は前年度から ２９・９％増の７１６３億７８００万円、歳出は

２９％増の７０３９億８００万円といずれも大幅に増えた。 

歳入では市税収入が０・２％増の２７４６億円で構成比３８・３％。

個人市民税が人口増による納税義務者数の増加で１・８％増、法人市

民税は１３・７％減だった。国庫支出金が１人１０万円の特別定額給

付金などにより、前年度から１５４０億円増の２４９９億円と歳入の

３４・９％を占めた。歳出では子育て世帯への臨時特別給付金事業な

どで民生費が６％増。特別定額給付金事業の１３２９億円を含め、コ

ロナ関連経費は１６３２億円と２３・２％を占めた。 

特別会計の歳入は１・１％増の３１１７億３３００万円、歳出は０・

３％増の３０７７億４７００万円。 

一般会計、特別会計などを合わせた全会計の健全化判断比率は、実質

公債費比率が早期健全化基準の２５％を下回る５・８％。将来負担比

率も早期健全化基準の４００％を大幅に下回る２８・２％だった。 
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病院事業会計は入院収益と外来収益が増加し、コロナ関連の補助金が

措置され、７７００万円の黒字となった。水道事業会計は４８億円の

黒字、下水道事業会計は８億２千万円の黒字だった。 

◆２０１９年度さいたま市の将来負担比率の状況 

２０１９年度 ３２．０％ 

政令市内順位６／２０ 政令市平均９１．６ 埼玉県内平均１７．３ 

さいたま市は「類似団体平均を下回っているものの、前年度より指標

が悪化した。今後もインフラ整備や施設の老朽化対策により将来負担

額の増加が見込まれることから、普通建設事業の平準化を図りなが

ら、財政の健全化に努める。」と考えている。 

◆２０１９年度さいたま市の実質公債費比率の状況 

２０１９年度 ５．３％  

政令市内順位５／２０ 政令市平均７．３ 埼玉県内平均４．８ 

さいたま市は、「類似団体平均を下回っているものの、前年度より指

標が悪化した。元利償還金に対する地方交付税措置のある有利な起債

を活用するなど、今後も市債残高を見据えた普通建設事業の平準化に

努める。」と考えている。 

 

2．最新 決算見込み 

財務省は２０２１年７月５日、「令和２年度決算概要（見込み）」を

公表した。一般会計の税収は、２０２０年度当初予算額の５５兆１２

５０億円より５兆６９６６億円多い、６０兆８２１６億円であること

がわかった。 

過去５年の税収の推移を見てみると、２０１６年が５５．５兆円、２

０１７年が５８．８兆円、２０１８年が６０．４兆円、２０１９年が

５８．４兆円、２０２０年が６０．８兆円。２０１７年までは税収を

伸ばしてきたが、２０１９年には税収が落ち込み、２０２０年も５５．

１兆円に下がるとの予想だったが、６０．８兆円と過去最高を記録し

ていた。 

「令和２年度の租税及び印紙収入予算の説明」（２０２０年１月時点）

によると、税収見込額は、６３兆５１３０億円だった。 

新型コロナウイルスによる影響で個人所得は減少し、消費も減少する

と思われたため、所得税と消費税は減るとの見込みだった。また、新

型コロナウイルスの影響は世界的なものなので、企業業績も当然減少

するだろうということで法人税も減少すると見積もられていた。とこ 
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ろが、予想に反し税収は過去最高を記録。２０１９年より２．４兆円

も多くなっている。 

２０２０年度の決算概要（２０２１年７月５日財務省発表）で増えた

５兆６９６６億円の内訳は、所得税が６９３７億円、法人税が３兆１

９３６億円、消費税が１兆６９８３億円なので、これを加算すると、

２０２０年度の所得税は約１９．２兆円、法人税は約１１．２兆円、

消費税は２１兆円になる。 

修正後の金額で２０１９年度と比較してみると、所得税は同額で、法

人税と消費税が増えていることがわかる。これは、個人の所得は変わ

らないけれども企業の業績は好調で、消費税の増税（２０１９年１０

月）もあって税収が増えているということだ。海外の経済回復が早か

ったのと巣ごもり需要で思ったより消費が落ち込まなかったのがそ

の要因とされている。 

所得税が減らなかった理由は、統計がまだ発表されていないので明ら

かではないが、コロナ禍においても株価が堅調に推移したことから、

富裕層を中心に株取引による所得が増えたことが原因と考えられて

いる。企業、政府、富裕層は潤っており、一般個人、特に飲食店、観

光業、非正規労働者、女性などが厳しい環境に置かれている。 

 

3．来年度予算のために 

２０２０年度決算は、コロナ禍が自治体財政にどのような影響を与

え、その対策を今後どのように行っていけばいいのかを議論するに尽

きる。 

国の概算要求は過去最大にはなっているが、市民に寄り添ってメリハ

リをつける再分配を行う必要がある。 

 

 

所 見 

・ 

成 果 

 

２０２０年１月時点での２０２０年度の国の税収見込額は、新型コ

ロナの影響から景気は落ち込む予想だった。しかし、２０２０年度の 

 



所 見 

・ 

成 果 

 

決算概要（２０２１年７月）と２０１９年度を比較し、所得税に変化

はないが、法人税と２０１９年１０月からの消費税増税で消費税も増

加し、過去最大の税収だったことがわかった。 

菅原氏は「在宅ワークや緊急事態宣言等の巣ごもり需要の影響で思

ったより消費は落ち込まず、また株価が堅調に推移したことで富裕層

を中心に株取引による所得が増えた。一方で営業自粛や外出自粛等の

影響を受けた飲食業等の中小企業や非正規雇用・派遣労働者、女性等

が厳しい環境におかれている」と分析した。 

これらのことから新型コロナ対策を第一優先としながら、影響を受

けている事業者や個人（家庭）へ手厚い支援となるよう、限られた財

源を効率的、効果的に活用する必要がある。今回の研修を受けて、障

害者施設管理運営事業は民間サービスの充実もありニーズが低く、同

時に障害者の中には民間サービスを受けられない現状もあるため運

用を改善させる必要があること。ひとり親が対象となる母子父子寡婦

福祉資金貸付事業は利用数が少なく必要な方に情報が届いていない

可能性があり、周知の徹底を行いさまざまな支援に結びつけていくこ

と等を決算委員会で指摘、提案した。 

決算委員会の総括質疑の中で執行部から、２０２０年度は所得階層

別の納税義務者数の比率は、全体として納税義務者の増加があり、そ

の中では中間層の伸びが大きく、コロナ禍の影響はまだ健在化してい

ないこと。コロナ禍の影響を受けた徴収猶予の特例は、２０２０年度

中に普通徴収に係る個人住民税の期別件数で１，７８６件、約１．３

億円の適用があったこと等が挙げられた。これから始まる来年度の予

算編成については２０２０年度決算や課税状況、決算特別委員会の指

摘事項などを十分に踏まえて行う旨の答弁があった。 

菅原氏の研修と執行部の答弁を受けて、２０２０年度の全体の数値

として悪いものではなかったが、立場により格差が広がっていること

が確認できた。コロナ禍で苦しくなっている市民の生活を支え、誰も

が取り残されない持続可能な都市へ進めていくために今後も政策提

案を行っていく。 

 

基本政策 

 

「市民と共に明日を創る」 

 

 


